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事 業 者 排 出 量 削 減 計 苗 讐
〇

・変 動

京都府綾部市味方町 1番 地

郡 府 l l j t t Y R 憤 化 対 策 粂 切 1 第 1 8 粂 第 1 項 ( 第 1 8 粂 第 2 鳴  第 1 8 粂 第 3 「自} の 紳 『 に よ り樟 出 し ま す

特定事業者の

主たる業種

有機多層丞板 の製造

該当す る事業

者要件
影 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換

算して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック
又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算して3000トン以上))

Ｆ

　

Ｆ

計 画 期 間 平成18年  4 月 平成20年 3 月

基 本 方 針
生産効率を改害 し、エネルギー消費原早住 (総生産冥績金額)C02」F出量を平成19年度で10°/6以上の低減を
目指す。

推 進 体 制
社長をプロック長とする環境管理システムの組織体制を組み、省エネとC02削減に関する業務、省資源に
関する業務、廃美物の取り扱いに関する業務を推進して行く。

年度 ことの具

体的な取組及
び措置

年 度 設備 、対象 、工程等 計 画 内 容

工場建屋 巨恨部の断熱を強化する。

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

昼牢午反 実ヽ績,

(平 成 17)年 度
くこ酸化炭莱淡算 (t))

日環 午 反 (計 回 ,

(平 成19)年 度
〈二酸化炭案換算 (1) )

自」源 と停

(計画 )
(3/c)

A事 業所等排出区分 10,01l t 15,272  t 526 %

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 ■1            10,01l t ■2             15,272 t 526 0/3

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの肖J減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

等 (二囲 慨 素採 算 〔t

森林の保全及び整備 〈整確面積) 〈吸収量) t

府内産の本材の利用 (利用 量) m' 〈削減畳) t

自然エネルギーを利用 した電
力又は熱の供給

〈売電ヨ) kwh てH」滅畳) t

(熱供給畳 ) (Hじ滅呂) t

グ リー ン電力の購入 (購入畳) (Hけ滅畳〕 t

削減量等合言| t

差 引排 出重

(排iし合計―削減与合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

10 01l t ('2)‐い0)        15,272  t 52 6 %

特記事項 1 平 成17年度は4月に不工場が攻工し、8月試験生産開′合、10月生産開始といつ工程で栓過 した。平成18年度からは
本格生産を年度当初から実施 しているので、C02排出肖J滋は十基調を見込む。

2 エ ネルギー消費原単位(総生産実績金額)C02排出量を平成】9年度で10%以上の低減を見込む。
3 従 業員への省エネ教育を実施予定。

連  絡  先 担  当   部   署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ ツ番 号

注 1該 当する□には、レ印を配入してください。特定事業者以外で自主参加される事業者の方は レ 印の記入は不要で抗

2「 甚斡年度Jと はi卜画期Pn3の前年度を、 「日標年度Jと はFl画期間の最終年度をいいます。

3 r車 業所等排出区分Jと は、京都府内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温室効果ガスを、 「輸送車両排出区分」
とrま 白 」JJ=避送車業者については使用の本拠の位置を京都市内とする'両 の排出する温室効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物=
両又は旅ぞ車両のり1出する温室効果/Jスを 「その他排出区分」とは 上 記以外の京都市内における事業所等の事業活動に伴い発生する温三効
果/ス をいいます。

4「 特記事項Jに は、平成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出畳の対,ヒやエネルギー原単位CO力 F山量、省エネ製品開発など他者の温室
効果ガス,1出削滋への貢献 グ ツーン調達の採用、特定フコンなどの条例指定外の温室効果〃スの削減などを記入してください。


